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■ 当面の生活費をどうにかしたい。 

一定の要件を満たせば、福祉資金の貸付（緊急小口資金）が受けられる可能性があります。 

  詳しくは各区の社会福祉協議会まで。 

 千種区社会福祉協議会   ０５２－７６３－１５３１      東区社会福祉協議会    ０５２－９３２－８２０４ 

 北区社会福祉協議会    ０５２－９１５－７４３５      西区社会福祉協議会    ０５２－５３２－９０７６ 

 中村区社会福祉協議会   ０５２－４８６－２１３１      中区社会福祉協議会    ０５２－３３１－９９５１ 

 昭和区社会福祉協議会   ０５２－８８４－５５１１      瑞穂区社会福祉協議会   ０５２－８４１－４０６３ 

 熱田区社会福祉協議会   ０５２－６７１－２８７５      中川区社会福祉協議会   ０５２－３５２－８２５７ 

 港区社会福祉協議会    ０５２－６５１－０３０５      南区社会福祉協議会    ０５２－８２３－２０３５ 

 守山区社会福祉協議会   ０５２－７５８－２０１１      緑区社会福祉協議会    ０５２－８９１－７６３８ 

 名東区社会福祉協議会   ０５２－７２６－８６６４      天白区社会福祉協議会   ０５２－８０９－５５５０ 

■ り災証明書とは何か。これがあるとどうなるのか。 

り災証明書とは，被災者からの申請により，市町村が家屋の被害状況を調査

して発行する証明書です。全壊・大規模半壊・半壊等に分かれます。 

  り災証明書は，各種支援金，税の減免，融資申請などに必要になりますので，

名古屋市の案内に従って申請してください。事業者の「り災証明」もあるので，

お問い合わせを。火災によるり災証明書は各消防署で発行します。      

なお，り災証明書は，緊急に建物の危険性をチェックし，赤，黄，緑のステッ

カーが貼られる応急危険度判定とは別の制度ですのでご注意ください。 

支
払
の
問
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■ 公共料金はどうなるか。 

電気・ガス・水道，下水道・固定電話・携帯電話・ＰＨＳ等に

ついて，料金支払期限の延伸や免除等が受けられる場合がありま

す。 

それぞれの契約先に確認する必要があります。 

■ 税金の支払はどうなるか。 

納付の期限が延長されたり，減免措置等が受けられる可能性があります。 

 所得税・消費税・法人税等の国税については，各地の税務署に確認を。 

 

 熱田税務署      ０５２－８８１－１５４１       昭和税務署     ０５２－８８１－８１７１ 

 千種税務署      ０５２－７２１－４１８１       中川税務署     ０５２－３２１－１５１１ 

 名古屋北税務署    ０５２－９１１－２４７１       名古屋中税務署   ０５２－９６２－３１３１ 

 名古屋中村税務署   ０５２－４５１－１４４１       名古屋西税務署   ０５２－５２１－８２５１ 

 名古屋東税務署    ０５２－９３１－２５１１ 

 

法人県民・事業税，個人事業税，不動産取得税，自動車税，自動車取得税等の県税については，お住まいの地域を担当する県税事務所徴収課

に確認を。 

 

名古屋東部県税事務所   ０５２－９５３－７８０３     名古屋北部県税事務所   ０５２－５３１－６３０３ 

名古屋西部県税事務所   ０５２－３６２－３２１３     名古屋南部県税事務所   ０５２－６８２－８９２２ 

 

市民税・固定資産税などの市税については，お住まいの地域を担当する市税事務所に確認を。 

 

栄市税事務所納税係（東区・北区・中区・守山区）    ０５２－９５９－３３０１ 

栄市税事務所上社出張所納税係（千種区・名東区）    ０５２－７６０－４８５１ 

ささしま市税事務所徴収課（西区・中村区・中川区）   ０５２－５８８－８００１ 

ささしま市税事務所東海通出張所（港区）        ０５２－６６５－３２９１ 

金山市税事務所納税係（昭和区・瑞穂区・熱田区・南区） ０５２－３２４－９８０１ 

金山市税事務所野並出張所納税係（緑区・天白区）    ０５２－８９９－３４５１ 

■ 住宅などのローンが支払えない／新たなローンとの二重ローンが心配 

  災害救助法の適用を受けた自然災害の影響で，住宅ローン，事業ローン，

自動車ローンなどの支払いが困難になった人は，被災ローン減免制度（自然災

害による被災者の債務整理に関するガイドライン）の利用をご検討ください。 

自己破産と異なり，一定額の現預貯金，各種支援金，弔慰金などを手元に残し

た上で残ったローンの免除・減額を受けられることがあります。また，既存の

ローンの免除・減額を受けての新たな住宅ローンによる住宅再建にもつながり

ます。なお，制度を利用してもブラックリストには載らず，原則として連帯保

証人にも請求がいきません。詳しくは弁護士会にお問い合わせください。 

■ 生活保護について。 

避難先を管轄する福祉事務所での申請も可能です。義損金や給付

金は利用できる場合があるので、福祉事務所にご相談ください。 
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■ 年金や健康保険料の支払はどうなるか。 

  東日本大震災では，健康保険・厚生年金保険及び船員保険の保険料並びに子ども手当にかかる拠出金については，納期限が延長されました。 

国民年金についても，支払が困難な場合は各区役所保険年金課や年金事務所に相談してください。 

 口座振替は止まらない可能性があるので，その点も各区役所や年金事務所に連絡をしてください。 

＜国民健康保険の窓口＞ 

千種区役所             ０５２－７５３－１９０４    東区役所               ０５２－９３４－１１４３ 

北区役所              ０５２－９１７－６４５５    北区役所楠支所区民福祉課       ０５２－９０１－２２６２ 

西区役所              ０５２－５２３－４５４４    西区役所山田支所区民福祉課      ０５２－５０１－４９３５ 

中村区役所             ０５２－４５３－５３４５    中区役所               ０５２－２６５－２２４３ 

昭和区役所             ０５２－７３５－３８４４    瑞穂区役所              ０５２－８５２－９３３２ 

熱田区役所             ０５２－６８３－９４８３    中川区役所              ０５２－３６３－４３４６ 

中川区役所富田支所区民福祉課    ０５２－３０１－８１４３    港区役所               ０５２－６５４－９６２９ 

港市役所南陽支所区民福祉課     ０５２－３０１－８１５４    南区役所               ０５２－８２３－９３４３ 

守山区役所             ０５２－７９６－４５４４    守山区役所志段味支所区民福祉課    ０５２－７３６－２２５７ 

緑区役所              ０５２－６２５－３９４４    緑区役所徳重支所区民福祉課      ０５２－８７５－２２０６ 

名東区役所             ０５２－７７８－３０５３    天白区役所              ０５２－８０７－３８４３ 

＜国民年金の窓口＞ 

大曽根年金事務所（千種区・東区・守山区・名東区）０５２－９３５－３３４４ 中村年金事務所（中村区）      ０５２－４５３－７２００ 

熱田年金事務所（熱田区・中川区・港区）     ０５２－６７１－７２６３ 笠寺年金事務所（瑞穂区・南区・緑区）０５２－８２２－２５１２ 

名古屋北年金事務所（北区）           ０５２－９１２－１２１３ 名古屋西年金事務所（西区）     ０５２－５２４－６８５５ 

鶴舞年金事務所（中区）             ０５２－３２３－２５５３ 昭和年金事務所（昭和区・天白区）  ０５２－８５３－１４６３ 

■ 保険金はもらえないか。 

保険（共済）の契約内容によって，保険金が支払われるか否かが異

なりますが、見舞金などが支払われる場合もありますので，一度，加

入している保険会社、共済に確認してみましょう。 

なお，どこの保険会社と契約しているか分からないときは，以下に

問い合わせてみてください。 

・災害救助法が適用された地域の方は、 

  損害保険：「自然災害損保契約照会センター」 

０５７０－００１８３０

  生命保険：「災害地域生保契約照会センター」 

０１２０－００１７３１

・上記以外の地域の方は各損害保険会社の窓口へ 

■ 地震特約があるから，生命保険金は出ないか。 

  東日本大震災や熊本地震の際は，生命保険各社は地震特約を適用しないこと

に決めました。保険金が支払われる可能性がありますので，加入している保険会

社に連絡をしてみてください。 

 なお，どこの保険会社と契約しているか分からないときは，災害救助法が適用

された地域の方は以下に問い合わせてみてください。 

    災害地域生保契約照会センター  ０１２０－００１７３１ 

■ 地震・津波で自動車が壊れてしまった。 

  車両保険は，原則として，地震・噴火・（地震，噴火が原因の）津波による災

害による損害は補償対象外とされています。地震・噴火・津波危険（車両損害）

担保特約，地震・噴火・津波危険車両全損時一時金特約がある場合には，地震に

よる損害でも 補償される可能性がありますので，保険会社に確認しましょう。 

■ 身分証明証がなくなってしまった。住民票はとれるか，免許証は

再びもらえるか。 

住民票は，各区役所で本人確認がとれれば交付を受けることができま

す。 

まずは各区役所の市民課窓口へ。 

運転免許証は，運転免許センター（０５２－８０３－９０８５）で再

発行手続をしてください。 

■ 実印や印鑑登録カードがなくなってしまった。 

 実印がなくなった場合は，実印として登録できる別の印鑑を準備し

て，新たに登録をしてください。 

実印が手元に残っている場合は，既に登録されている印鑑登録証の廃

止手続きをとり，新規に実印を登録して下さい。 

 手続は各区役所の市民課窓口に確認してください。 

■ 銀行の通帳などがなくなってしまって，お金がおろせない。再発行してく

れるのか。 

 銀行の通帳，証書，カードなどについては，多くの銀行等で無料で再発行し

てくれます。各銀行の窓口に問い合わせてください。 

身分証明証があれば持参し，それもないときはそのことも併せて相談してみて

ください。 

■ 自動車がなくなってしまったので，登録を抹消したい。 

お住まいの地域の各運輸支局等に確認を。 

愛知運輸支局        ０５０－５５４０－２０４６ 

 西三河自動車検査登録事務所 ０５０－５５４０－２０４７ 

 小牧自動車検査登録事務所  ０５０－５５４０－２０４８ 

 豊橋自動車検査登録事務所  ０５０－５５４０－２０４９ 

軽自動車は，軽自動車検査協会愛知主管事務所（０５０－３８１６－１７７

０）に確認してください。
■ クレジットカードがなくなってしまった。 

 各クレジット会社になくした旨の連絡をし，新たなカードの発行を求

めてください。 

 ■ 免許証の有効期間が迫っている。 

 東日本大震災では，運転免許証の有効期間が特別に一定期

間延期されています。 

■ 会社を経営していたが，被災したことで支払いができなくなった。 

日本政策金融公庫の融資制度，中小企業庁のセーフティネット保証制度，県の

融資制度など，様々な融資制度が受けられる可能性があります。金融機関や商工

会議所などに相談してみましょう。 
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そ
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■ 権利証を紛失してしまった。 

 不動産の権利証を紛失しても権利を失うことはありませんのでご安心を。 

 ※ 本書面の情報は平成２９年５月１日時点のもので、その後の法改正等により制度等が変わっている可能性があります 
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